事業譲渡契約書

　株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　株式会社（以下「乙」という。）は，次のとおり事業譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（事業譲渡）
甲は平成　　年　　月　　日（以下「譲渡日」という。）をもって，甲の　　　　　　に関する事業（以下「本件事業」という。）を乙に譲渡し，乙はこれを譲り受ける（以下「本件事業譲渡」という。）。
ただし，譲渡日については，必要があると認める場合，甲乙協議の上，変更することができる。
第２条（譲渡対象）
本件事業譲渡の対象となる財産（以下「譲渡財産」という。）の範囲は，本契約書に添付された別紙目録記載のとおりとする。
第３条（移転時期・手続）
１　譲渡財産の引渡時期は，譲渡日とする。
２　甲は，譲渡日までに登記，登録，通知，承諾その他譲渡財産の承継に関して必要となる一切の手続を行う。
第４条（従業員の取扱い）
　本件事業に従事する甲の従業員の取扱いについては，甲乙協議の上これを決定する。
第５条（対価およびその支払方法）
１　本件事業譲渡の対価は，金　　　　万円とする。
２　乙は，譲渡日限りで前項の対価を甲の指定する口座に振り込んで支払う。振込費用は乙の負担とする。
第６条（譲渡承認等）
平成　　年　　月　　日までに，甲は取締役会および株主総会の決議，乙は取締役会の決議を実施しなければならない。
第７条（秘密保持義務）
甲および乙は，相互に，本契約に基づいて知りえた相手方の技術上または営業上の秘密情報を，書面による事前承諾なく第三者に漏えいしてはならない。
第８条（善管注意義務）
甲は，本契約以降，譲渡日までの間，善良な管理者の注意義務をもって譲渡財産の管理を行い，これに重大な影響を及ぼす行為をする場合，あらかじめ乙と協議する。
第９条（競業避止義務）
甲は，譲渡日以降３０年間，本件事業と同一の事業を行わないものとする。
第１０条（費用の負担）
譲渡財産に課せられる公租公課その他費用の負担は，譲渡日の前日以前に生じた分については甲が，譲渡日以降に生じた分については乙が負担する。
第１１条（解　除）
甲および乙は，相手方につき次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは，催告を要することなく本契約を解除することができる。
（１）　本契約に基づく義務の履行を怠ったとき
（２）　破産手続，民事再生手続，または会社更生手続の申立てを受け，若しくは自ら申立てたとき
（３）　差押え，仮差押え，仮処分若しくは競売の申立てがあったときまたは滞納処分を受けたとき
（４）　役員，従業員または本件事業にかかる取引先が暴力団その他の反社会的勢力に属していることが判明したとき
第１２条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１３条（協議条項）
甲および乙は，本契約に定めのない事項または本契約の解釈に疑義が生じたときは，誠意をもって協議し円満な解決に努める。
本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，甲乙各記名押印の上，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　
　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印
